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国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学 ( 以下、 
等の教育機関を 地域 再 

すて推進している 政府 
の地域再生に 向けた施策を 受けて。 こ 

てきた地域との 協働。 貢献事業を 、 さ 
組織的に取組 む 試みとして。 本学の立地する 石川県 

龍実方および 近隣の加賀市との 学官連携協定を 締結 
した。 本報告では。 学官連携の実践を 
きた様々な検討要素を 明らかにし、 大 
を 推進する ぅえ ほ ついて今後の 展望を 

考察するもので 

田 @@ 

日に地域再生本部を 設 
置し。 地域再生法の 成立 ( 平成Ⅱ 年 4 刀工 日 ) とと 

基本方針 ( 平成 17 年 
2 月㍑ 日 一部変更を閣議決定 ) を 定 

めた。 
この過程の申で。 第 8 期科学技 基本計画に向 け 

こ 関する基本政策について」 ( 平成 

倉科学技術会議答申 )@ こおいても。 
" 地域における 大学 4 に一層寄与す 

べぎ ，であ ること。 " 7%  。 活用によ 

る 地域再生 " が 調われ、 「地域の知の 拠点再生プロバ   

ラム」が上記の 地域再生基本方針に 反映された。 ま 
た、 都市再生本部 ( 平成 睦 年 5 月 
も都市再生特別措置法の 施行 ( 平成典年 6 月 1 的 
に基づいて、 都市再生に関する 施策を迅速かつ 重点 
的に推進するための 機関と位置づけられ。 都市再生 
プロジェクト 第十次決定では「大学と 地域の連携協 
働による都市再生の 推進」が図られている。 

  域的 

龍実 市は 平成 17 年 月 、 辰口町。 寺丼町 、 根上町 

の旧 3 町の合併によ 誕生した新しい 自治体であ 
る。 新市誕生から 日が浅いことによって、 組織統合 

と人的融合はもちろん。 交通。 医療。 福祉。 防災な 
どさまざまな 共通基盤の整備が 進められている。 さ 

らに山間部から 海岸線 ま 至る地理的な 環境の違い 

もあ り、 取り組曲べき 課 も 複雑多様なものとなっ 

ている。 このような申で。 市内に存する 大学への知 
的資源としての 誇りとともに、 知見への期待 は 大き 
      加賀市もまた。 平成 17 年 月に l 日来からの力 口 

賀市と に 山中町との合併によっ 
石州県内にほ 同様に 成の大合併」によって 新 

たなスタートを 切った 体は多く。 その他の近隣 
からの相談要請 

の学 
の連 

艶美 市 に立地している 本学を 
サマースタール、 セミナー や 

長 が協定書に調印 

その内容 は 。 次の事項を協力して 実施することと 

なっている。 

く 1) 龍実 市 のまちづくり 
は ) 地域文化。 産業の振興と 創出 
は ) 龍実 市 に必要な高度人材の 育成 
(4)  生涯学習。 国際交流等の 地域活動 
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その意図が明確であ ったことが反映されている。 

月 に産学官連携戦略本部が 設 
置さ九。 研究 ポ テンシヤ ル を知的財産として 顕在化 
させ、 技術移転。 産学宮連携を 促進していく 取り組 

ている。 その対外的窓口 は 産学宮連携コ 
タ 一 を擁する先端科学技術研究調査セン 

タ 一であ り。 本学官連携においても 連携コーディネ 
ーターが大きな 役割を果たした。 

龍実 市 においては協定締結後。 総務部企画情報課 

課 技名からなる 課長クラスの 庁内 
横断的な「連携プロバラム 調査検討チーム」が 編成 

された。 
加賀市でほ包括協定の 名の下に、 連携案件記入 シ 

一トが 準備され、 各部課の担当者から 直接相談が持 

ち込まれる体制となった " 一括した窓口こそないが。 

市長が協定締結を 推進してきた 通り、 トップからな 
るツリー構造のリーダーシップを 発揮している。 

  組 方針 
本学では先端科学技術研究調査センターが 連携窓 

口となったが。 科学技術開発戦略センターがその 受 

け皿となり実行されることになった。 悩め 
科学技術開発戦略センター は 。 乙 世紀 c ㏄プロバ 

ラム「知識科学に 基づく科学技術の 

研究を進めている。 
今年度はソーシャル。 イノベーションをキープー 

、 地域再生に関わる 各主体が。 どのような手法。 

によって効果的な 地域再生法行われ ろ るのか、 
研究と実践を 通じた担い手の 育成を目指し。 
からの受講参加を 呼びかけた「地域再生システム 論」 

を開講している。 
このような学内環境があ る申で。 学宮連携の推進 

に際しては " まず教員と学生も 参加できること。 学 
リテーマとして 取り組んでもらい、 単位取得 

というインセンティブを 用意することが 了 

また。 すべての課題に 取り組むこども 困難 
れるので、 当面は研究として 当 かが課題選択の う 

えでの検討事項となった。 こ は 、 研究大学院とし 

て学宮連携もあ くまで研究を 実践する機会であ り " 
この実践を研究に 生かしていく、 と位置づけられた 
ことに由っている。 

穣 ④ 簗笘 。 " 。 """ 。 宇任 。 の。 邱 ． り """ た '""""" 応器 受 ". 穏曲零 。 " こ "'""" 鯛袈 

。 構音。 " 午 " へ 。 。 """ 転 " 。 か摸示 ． 鰭澤ボ " 「 "" も " 一 """ 自治体 佛 "" 内 ". 礎壌 。 抽 、 ． " 前紬 

龍実 市 との取り組みにおいては、 双方窓口による 

定期的な会議の 開催が確認、 さ た 。 次に、 そもそも 

帯側にどのような 課題があ るのか。 その 課 

整理とい合意味も 含めて、 庁内検討チームでの 課 

抽出と優先度の 明記を依頼した。 それによって 当 

変遷をたどり、 最終的に 
( 先行着手 1 課題含む ) が 

一 500 一 



姐 上に載ることになる。 
一方、 加賀市においては 市長がリーダーシップを 

いかんなく発揮し。 現場の担当者からかなり 具体的 

産業振興など、 その内容は幅広いものとなっている。 
なお、 能 美南との学官連携に 基 
てほ " 「モバイルリテラシー 教 

スタートしている。 ( 写真明 

能 蓑市との学宮 連 機に基づく 第 Ⅰ密事繋が ス 章一軒 @ 
青虫 話翻 用のⅡ黄の幽面 ユ 

「 モ パイルリテラシ 一 

館 宝に翼 づく 健 l 号の事業 r モバイルリテラ ソ 

会が 7 月 2>l 日 ( 金 @ 能興 千段 辞 寺井庁舎 て痛 
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""" て簗 """ 。 " 官達 """ 『 " 。 "   
のネット ワ - クを活 陣し．計 4 国 翔研窩去 を英 聴 します。 

は 。 大学への相談ルートが 組 

@ こ あ る。 そして、 施策に携わ 

これまでも教員。 
様な結びっきができてい 

係 はあ くまで 個 みの ネッ 
ト プークであ って。 幅広く誰もが 利 活用できるもの 
ではない。 地域の大学と 言えど。 やはり大学の 敷居 
% 高く、 そもそも何が 一緒にできるのか 判然としな 
いのが一般的な 見方であ る。 

かりであ るが。 こ 

最初に指摘された 

  

のか、 誰がどんなことを 発 しているのか 情報が不 
足しているということで る 。 それらは大学の ホ - 
ムページ は もちろん。 研究室の紹介パンフレットを 

作成することで 情報発信してはいるが。 実際には市 
側が研究者やシーズを 見つけ出すことは 容易ではな 

  
研究のキープードが 合致したところで。 どの研究領 
域に根ざしていて 連携内容に相応しいかなど 判断す 

るのは困難であ ろう。 
また。 そもそも自治体が 抱える 問 

素 が絡んでおり、 分野横断的な 取組 
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ケースも多く、 あ わせて大学側にも 異分野融合型チ 
ーム編成で臨める 体制づくりが 要求されている。 

さらに、 このような体制的問 は 、 ひとっの大学 

内だけで対処しょうとするのではなく。 地域の大学 
同士、 或いはもっと 広域で大学間連携していく 必要 
性をも意味している。 有効とは思えないが。 ともす 
ると学官連携は、 大学問 えでの単なる 囲い 
込み策になってしまい カ 分野的にも組織的 
にも横断への 柔軟さが 

マッチンバさせる ぅ えで、 相当 
せた ぅ えでないと噛み 合わない 

し 、 さらに横断的な 対 
取り組みを設計し ぅる 

媒介として産学連携同様に 学官連携コーディ 孝一タ 
ーが f 要であ る。 もちろん従来の 産学宮連携コーデ 

が担 う べきだが、 学宮の場合、 連携事業 
が広くマネージンバ 要素が多いため 負荷 

が 大きい。 特に、 本学の試みのように、 学生を交え 
た取り組みを 実施する場合には、 サポートを必要と 

する局面は多い。 

ルートができ。 大学をうまく 利用してや 
るくらいの意識があ った方が連携は 進んでいくので 

あ ろう。 ところが、 課 をどのように 整理。 提示し 
ていけばよいのか 分か ないことが、 かえって大学 

を深めていることも 見逃せない。 確 
り組みを設計する 作業 は 難しい。 そ 

と認識するならば、 相応に検討 

の姐 上に裁せるべきで " 自身が 

汗 をかく努力をしなくて は前 
このようなケース は 施策当 

という作業への 心構えを喚起したい。 ま 
口にあ っては " やみくもに連携というこ 

とではなく。 庁内でのフィルタリンバ 
たい。 

つづいて今後検討していきたい 事項を簡単に 記し 

大学教員 は なぜ地域連携に 取り組むのか。 学内評 
価肛 照らした " 地域 頁 " という点数稼ぎや 自身の 

研究の実践機会という 外に。 積極的に取り 組める 
付け要素はあ るのであ ろうか。 

では 調査活動実 を 市側に求めて 
いる " ただし、 教員の研究テーマから 隔たりが大き 
くなるに従い。 教員にとって 最大のインセンティフ。 
は無くなってしまう。 同時に。 教員自身が適 
いう判断も出てくるが。 学生にあ っては論文 

ならなくとも ア ノ ンノ ベイ ト として作業 

は あ る。 研究 かア J レ，ぐイトか 、 それ 
治 体側にけ判断のしようが 無いから戸惑うことにな 
る。 こういった教員。 学生への謝金はもちろん、 大 
学組織への対価は 求めるべきか。 

今回、 能美雨、 加賀市と 2 つの事 
が、 両市の比較を 意図しているわけ 

大学側はもちろん 自治体側に共 
を抽出するためであ る。 今後の 

捗状況を踏まえ、 自 

が変わってくるのか 

また、 連携事業で最も 重要になるのほ 継続性であ 
るのは言 う までもない。 それは大学のもつ 知見を利 
用できるという 意識によって。 施策担 
の親和性が高まることであ ると考えろ 
それは当事者同士が 成功体験を わ う ことでしか 成 
し 得ない。 継続に向けた 成功 事 を 地道に積み重ね 
ていくことが 当面の目標になるのであ ろう。 
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